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資料"

損害賠償訴訟と立証責任

(6)一一一一一西ドイツにおける危険領域論の展開

男粂田

序章

第I章判例理論の史的探索

第一節初期 (23巻2号〉

第二節爾後のRG判決

第三節 BGHによるRG判決の承継 (23巻3号)

第四節理論的深化と試行錯誤 (23巻4号， 24巻4号〉

第五節理論の周定化 (24巻4号， 25巻3号，本巻号〉

池

判例理論の史的探索第 I章

理論の国定化(継ゑ〕第五節

VIlZR 154/62 VersR 64， 1063> <1964年4月23日③ 

建築下請負人Xの元詩人Yに対する本訴とその反訴において，主として積極的契約

侵害に基づく損害賠償請求権が主張された事案である。

Yはボートハウスとクラフ‘ハウスの左官ならびにコンクりート工事を請け負い，そ

のコンクリート型枠板張り作業をXに下請けさせた。クラブ大広間の張出天井は鉄筋

三互稜天井 Stahlbetonrippendecke(格天井 Kassettendecke)であり， 11月17日にコン

クリートが打たれ，他の天井はどっしりした鉄筋コンクリートであり，その前日に，

しかも零度以下の日が7日間ほど打たれた。続く 16日間は気温が5'C以上にならず，

あった。この聞にYは切妻をモノレタルで、高く築き，またYの職人頭Pの監督・指揮で

張出天井に約14tの屋根瓦5，500枚が載せられ，別の請負人も屋根組みをした。 Xは

12月3日にYの指図によって二階のど、っしりした天井からコンクリート型枠板をはず

したo ~}朝， Xの隣人頭Sは大広間の格天井からも型枠板をはずし始めて間もなく，

格天井の全部と一階を除いた他の天井の大部分が崩れ落ち，屋根と切妻壁もみちづれ
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損害賠償訴訟と立証責任 (6)

となり.Xの枠板張用器材が破損したほか. sおよびYの作業員二名が死亡し，その

他負傷者も出た。

Xは，一階天井の型枠板張り作業の残余労賃，ならびに板張り器材の破損による損

害賠償請求を本訴としたのに対し. yは反訴により，崩壊後も従来の契約価格で建築

しなければならないうえ，建築主のその他の損害につきYと保険会社が支払わなけれ

ばならないとして，金銭賠償を誘求し，同時にXの請求が認容される場合を慮って，

予備的に相殺を主張した。 XY双方の損害賠償請求ならびにYの求償権の主張は，積

極的契約侵害・不法行為のいずれによっても認められず，結局.Xの一階天井の板張

作業に関する労賃請求のみが認容された。

控訴審の事実認定によると，天井崩壊の原因について，型枠板の除去が早すぎたこ

とは明らかであるが.Xの職人頭SがYの職人頭Pから指図を受けて除去したのかS

の独断なのか確定できないこと，さらに除去の仕方が衝激的であったことも，必要な

支えを残さなかったことも崩壊の原因であると思われる反面，コンクリートの品質が

不良て、あったことや，屋根瓦を載せて天井に荷重するのが早すぎたために崩察したと

も考えられるところ，いずれが原菌であるか充分に証明されなかったとしている。そ

こで本件BGHは，なるほど上述の各事実が存在する場合に天井が崩壊するしこれ

ら諸事実のいくつかが併合する場合はなおさらであることから，これらが表見証明の

定型的事実経過 einemt)明 schenGeschehensablaufに相当する事実といえ，しかも，

崩壊の原因たりうる上述の諸事実についてはx・Yのいずれかにおいて答責すべきも

のではある。しかしこのように種々の定型的事実経過の各々がそれのみで損害をも

たらす可能性をもっている場合には，表見証明に関する法則は適用できないとして，

XもYも表見証明によっては立証が軽減されないことを判示した。

そして危険領域による立証責任の分配は，積極的契約侵害に関するが，これを否定

した原審判決に対するYの上告についても. BGHは原審判決を維持して，つぎのよ

うに述べた。

iy't.事故はXの『危険領域』で・起きたのであるから，立証責任はXにある(-.• 

・・)〉と主張している。その際，この立証法則 Beweisregelが作業請負人の帰責事由に

のみ妥当するものであることを看過している。ところで，請負人が客観的に契約違背

の行為をしたこと，および，それによって損害が惹き起こされたこと等が証明されて

初めて帰案事由問題は重要になってくるのである。その立証責任は，それから損害賠
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償請求権を引き出す注文者にある(・…ー)。

a)控訴裁判所の認定によれば，本{ilーにおし、て， xの客観的契約侵害はまったく証
明されていない。蒸し塑作阪をJlíï.り i徐くlI ~j'}.'i，を決定するのは切らかにひとり Yの問

題であったからである。上述したところによす， *fl二の場合 yの明白に慨のある

指図というものは存在していないのであるから xの契約上の義務は，ただYの指示

どおりにll":zり除くことだけであった。 12月4日に取りはずすようにYが指示していた

とすればー←控訴裁判所はその証拠評価に基づいて，その可能性もあると考えている

のであるが一ーすでにXの契約侵害というものは客観的に存在していない。

b) Yが不履行に結びついた法律効果を主張Lている以上は， Xはその請負契約上

の給付を遊切に為した旨，債務者たるXが証明すべきで、あると， yは考えてがる。し

かし本件においてこれは当だらなb、積極的契約侵害に基づく請求権の場合一一本

件はこれが問題となっているのであるが むしろ債務者が自己の績害賠償請求権の

客観的要件を証明すべきである(……〕。控訴裁判所の確信するところ，これは両当

事者ともできなかったので、ある。

c)それはともかく，本件において天井の崩擦はXばかりでなく Yの危険領域にも

帰責する zurechnenことができないことは，iE当に控訴裁判所が述べたとおりである。

d)自分はSに格天井の型枠板をはずすよう指図したことはない，と Xが述べたこ

とに， Yが直ちに事故の原因を求めることはできなし、ー←それは『危険領域」に関す

るYの見解を支持することを可能にするであろうが 蓋しこの陳述が， Xではな

くYが取りはずしの指示をしたのだと言っているように理解され得るからである。J

危険領域による立証資任の分配について，本件BGHの叙述は以上である。損害の

原因が債務者の危険領域から由来した場合，帰資事由の立証責任は債務者に在るとす

る，この立証法則は，注(1)に指摘された判決のほか，前出の諸先例においても繰り返

し示されたとおりである。本件BGHは，この立証法則(，1，積極的契約侵害に基づく

損害賠償請求権においては，帰責事由についてのみ妥当しかつ，客観的要件事実が

債権者によって証明されることがこの法則を適用する前提であることを明言したこと

に，先例的な意味がある。

本件は，この危険領域による立証責任の分配の前提たる客観的要件が証明されなか

ったために，この法ll.lJの適用をみなかった。且IJち，客観的契約侵害，より具体的に

は，崩壊がXの行為に帰国することの証明がなかったため，帰京事自の立証責任に関

北法29(1・80)80



損害賠償訴訟と立証責任 (6)

するこの法則が適用きれないというのである。 Xの職人頭Sが枠板を除去したことに

は争いがない以と，通常は崩壊の原因をX側の行為と認定して， yに有利にこの立証

法則を適用することも可能である。しかしBGHは， it(:l)において要約したように，

枠板の取りはずし時点を決定するのはY側の法律上の職務であり，問題はy{目IJの指図

がないのにSが勝手にはずしたのか，あるし、は指図に従ったのかの点にあり，事故の

原因を指図行為の有無にあると考えて，そのいずれとも確定できないので，因果関係

の立証がないものとしたと思われる。

上述の原因行為と関連して，危険領域の帰属が問題となるところ，判示。におい

て，これがx.yのいずれにも属さないとされ，その理由は原審の判決を正当とする
のみで詳かでない。一方で，崩療事故の原因を指図行為の有無にあると考え，これが

確定されていないという観点から，その危険領域はし、ずれの当事者にも帰属しえない

とLづ結論を導く場合には，これに異論をはさむ余地がないと思われる。他方，事故

原因を， y側の指図まで遡らずに，より直接的な原因と思われる型枠板の除去に求め

ることが許されるならば，この除去はX側の行為であったことは前述のとおり確定さ

れているのであるから，損害の原因が債務者X側の危険領域にあり，従ってXにおい

て帰資事由がないことの立証責任を有するものと帰結することも可能である。 しか

し型枠仮を取りはずす行為は， X倶uの作業領域に属すると同時に， y側におし、て法

律上も事実上においても指示・監督すべきものであり，その意味でY仮IJの支配領域に

も在ったとすべきでなかろうか。即ち，損害の原因たる行為は， xとY双方の危険領
域に由来したと言うべきである。そして，このように危険領域が債権者と債務者に共

同に帰属している場合は，危険領域による立証責任の分配法則は適用できないのであ

る。蓋し，被害者Yも債務者Xも同ーの証明の立場に在って，被害者を有利に扱う何

の根拠もないからである。結局， ¥， 、ずれの観点からも，帰責事由は客観的要件ととも

に債権者Yに立証責任があることとなり，結論において本件判決と一致するが崩壊の

原因をXの型枠板の除去と認めたうえ，この立証法則の適用を排除する方が事理に則

しているであろう。

( 1 ) 前出⑤，⑤， ⑬事件ーを引用。

(2) vgl. 10. 1. 1963 VnZR 174/61 VersR 63， 385 f.; 25. 3. 1963 WZR 

218/61 前者は，被告が原告のトラックの燃料管の漏れを修理した際，過って

ブレーキ周のレパーをハンドノレ用に転換してしまったためにブレーキが効かな

くなり，事故をもたらしたとして，原告が損害賠償を請求したものである。レ
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ミーを転換したか否かが争点となった。 BGBは，この事件で先ず証明される

べきは.被告の修理工がそもそもレλーの転換により積極的契約侵害の客観的

要件事実を実在のものとしかっそれによって事故を惹起したということであ

り，この証明はつねに原告の義務であると，判示している。

(3) Yの上告に対する判決理由の 1(S. 1064r.)を指している。これを要約する

と，建築会社の任命した指揮者がコンクリート型枠の板張請負人に粋板の取り

はずしを命じた場合，指揮者の明白に暇庇ある指示については請負人は実行を

拒否しなければならないが，そうでないときは指示が適切であることを信じて

よい (DIN~ 13による〕。例えば本件の場合，天井にコンクリートを打った翌

日に枠板を取りはずす指示があったとL、うならば，その実行を拒否すべきであ

ろうが， 16日後に取りはずしているのであって，そのような場合ではなかった

としている。

(4) もっとも，前出⑦事件，およひ、本件注(2)に紹介した1963. 1. 10 VIlZR 1741 

61の各判決は，積極的契約侵害による損害賠償請求権の客観的要件において証

明すべきであるとしている繰りで，木件と同旨である。

本件以後における同旨の判例として， 1965. 5. 17 VIlZR 36/63 VersR 65， 

803をあげることができる。 事案は建築請負師代理人契約 Bauherren-噂Beauf-

tragten Vertrageに基づき，受任者たる建築技師が発注者たる請負師に報酬を

請求したのに対し，詩負師が建物に暇庇があることによる損害賠償請求権との

相殺を主張したものである。 BGBは，この相殺に供された債権について，建

築物の思統を証明するだけでは足りず，さらに注文者は建築技師の作業・に隈庇

が在ることを，つまり建築物に何らかの桜庇があるのは建築技師の給付(設計

または監督上〕に客観的な綴庇が在ることに因るのだ，ということを証明すべ

きであり，これが確定した段階で，今度は建築技師が，自分がその作業の客観

的綴庇につき責に任ずるものでないことを証明すべきこととなる，と判示し，

前出⑥事件および本件を引用。

(5) y側から指図のあったことが証明された場合は，契約侵害がなく，客観的要

件を欠くため，危険領域による立証法則は問題にならなし、。逆に，指示がなく

Sが独断で型枠板を除去したことが証明された場合は，客観的要件を充足した

として， その立証法則により， Xがその判断に基づき取りはずしたことについ

て帰責事由のないことを証明すべきこととなろう。しかしこの立証法則を適

用する前提要件たる客観的要件を否定するのに急なあまり，要件事実の選択に

技術的すぎた憾もある。

(6) B GBの見解によっても yの職人頭Pは当該建築作業に関しては指揮者と

して継続的に居た現場の最高位者であった以 l二， コンクリートの型枠板を取り

はずす指図をするものも Pであると考えられる，とされているの.1064r.)。

( 7) V gl. Pralss， Beweiserleichterungen im Schadensersatzprozes S. 85. 
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損害賠償訴訟と立証責任 (6)

③く1965年3月30日 OLGKoblenz NJW 65， 2347> 

本件はBGHの判決ではなく，上級地方jお判所の決定であるが，危険領域を論ずる

裁判例としては数少ない訴，1í~J'.の救助の事案であり ， j，いつ，その最上級審たる抗告家

の判断でもあるので，特に掲げることにする。

訴訟上の救助を申し立てたのは六才の幼児Xで，母に伴って百貨f.s-へ行き，母が買

物をする問，いわゆる「キンダーパラ Fイス」に預けられ，そこで竹馬をして遊んで

いたが，そこで阪を負傷し，失明するにL、たった。 Xは，子供づれで訪ずれる買物客

のためにキンダーパラダイスを用意した百貨庖営業会社(相手方 Y1) と，その無限

責任社員(同 Y2)に対し，将来の損害を賠償する義務があることの確認， および

6，000ドイツマノレク以上の相当な慰謝料の支払を，各訴求するに際して，訴訟上の救助

(ZPO lHi 114 ff.)を申し立てたのが本件で・ある。

原審栽判所が，充分な勝訴の見込を欠くとして，申立を却下したのに対し，本件抗

告審裁判所は，慰謝料の給付請求については原審と同様の判断を下したが，将来の賠

償義務を確認する請求について救助を付与した。すなわち Y1とXの母との聞に監

視契約 Beaufsichtigungが締結されたことから， BGB ~ 328に基づいてXの直接請

求は肯定されること，キンダーパラ夕、イスは 120rrlもあるのに監視者が唯一人であっ

たこと自体すでに問題ではあるが，これが三つの部屋に分れているために，各室から

全体を見わたせる状態になく，したがって駐視義務に違反している点において争いは

なく，この不充分な機構に Y1の契約義務違反があることを指摘して，つぎのとおり

判示した。

「もっとも，契約義務の客観的違反が確定するのみでは，企図している訴えが，言

及する範閤において勝訴の見込ありとするに充分でなし、。さらにそのうえ，Yj の代

理人の帰責事由が加わらねばならない。しかしながら，Xがこれを証明する必要はな

い。この点で自らを免責するのは，むしろYらの問題である。半IJ例には，契約上の安

全および保護義務違反の一定の事例において，被害者のために帰責事由の立証責任が

転換することを認めるものが漸増した。それは，とりわけ雇用・請負・接客の諸契約

におこなわれている(……〉。木件のごとき，債務者の主たる義務が監視することにあ

るような場合にこそ，この原則が適用されるべきである。

Y側のする免責は千百保するとして，はたして資ある契約違反が損害を惹起したもの

かは，たしかに当事者間に争いがあり，かつXによって証明されていない。それにも

拘らず，企図する訴えは成功する見込がある。蓋し，契約違反が原因となっていない
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ことの立証責任dieBeweislast fur eine fehlende Ursachlichkeit der Vertragsverletzung 

もまたYらにあるからである。

判例および学説は，その木質上，義務者の危険領域から権利者に損害が生じる可能

性を伴なう契約がある場合に，通常，権利者には契約違反が原因となった旨の証明を

要求され得ないものとの観点に立っている。契約違反が確証され，かつ契約により債

務者に避けるべく義務づけられている危険の一つが現実となった場合，自らを免責す

るのはむしろ義務者の問題である(……)c

本件はそのような場合である。 Y1によって引き受けられた監視義務の目的の核心

は，まさしく，監視者の保護の下に委託された子供を，遊ぶ際にその無経験と無思慮

ゆえに子供を襲う危険から庇護することにある。一方 Y1はこれに要する方策を不
(4) 

充分に施したにすぎず，他方，申立人は Y1が広くなった監視義務の範閥において

回避すべく引き受けた危険の，犠牲者となった。この諸事情の下で Y1は原因の証

明をXに求めることはできなし、。むしろ，事故は整然たる監視機構が存在した場合で

さえ起きていたで、あろう胃の証明は Y1の問題である。」

木決定が，危険領域による立証責任の分配理論を，明かな措辞ならびに先例の引用

をもってーi!j定していることは言うまでもない。さらにこれを適用して，立証責任をY

側に転換した事実は二つある。そのーは Y1の代理人(監視者〉に帰寅事由がない

ことであり，そのこは，監視者が全部屋を一望できる構造になっていなかったこと

は，Xの限の負傷事故の原因ではないことである。後者については，限の負傷がX自

身の転倒や衝突に因るものか， l'也の幼児から受けたものかが明かになってはじめて，

監視機構に欠陥がなくとも事故は起きていたに違いないと言えるであろう。したがっ

て，これは因果関係の立証責任をY側に課したものである。さらに，事故の原因が何

であるかによって， y側に問題となる帰賞事由も種々存在しうるが，幼児の直接の監

視者を Y¥の代理人と捉えるかぎり，その者の過失等はY側のそれとして，そのまま

Yらに対する損害賠償請求の要件事実となるから，前者は，帰資事由の不存在の立証

責任をYに課したものである。かくして，木決定は，因果関係または帰資事1:8につい

て， ~ 、ずれの事実も不存在の立証文任をY似UIこ転換してLる点iこ最大の特徴を有する

事例である。

危険領域論を適用する前提となる要件として，客観的な契約義務違反のほかに，何

が必要であるかは必ずしも明示されていない。しかしヲ開された先例の表現も割酌

するとき，債務者の危険領域から損害が惹起したことを要するとしていると理解でき
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る。本件事案に即して要約するならば， yは契約上Xの安全を確保する義務があるの

に，部屋の構造からして充分に義務を履行できない状況にあったことは，まず客観的

契約違反の存在を示す。つぎに，この契約上Yが回避すベく義務づけられている負傷

事故が現実となったこと，すなわちXの損害はYの監視義務ある危険領域から生じた

のであって，本法則の適用要件を充足している。したがって本決定は，雇用・請負・

接客の諸契約において安全・保護義務違反があった場合と向様，これに監視契約を加

えて，本法則の適用がある場合であることを示したものである。なお，本件 OLG

Koblenzは，契約責任と不法行為責任を峻別し，本法則を適用できるのは前者に限ら

れるとする立場であること，注(1)において紹介したとおりである。

本件裁判例は，救助を申し立てた者が本訴の確定以前に，木訴とは別にどの程度の

裁判資料を収集しなければならないか，とりわけ勝訴の見込に関しては，いかなる事

実につき，裁判所にどの程度の心証を形成させるべく証明すべきであるかという点に

おいて，わが法にも示唆するもの少なくないと思われるが，論及を割愛する。

( 1 ) その理由は， i)慰謝料請求権は BGB~~ 823， 831の不法行為責任として認

められるにすぎず，その法律要件はすべてXが証明しなければならないこと，

ii) もっとも，不法行為法の領域にオ品、ても，たとえば医療責任法上， BGH 

VersR 53， 559は，債務者がl牧意または重大な過失のある方法で一般的行為義

務に反しかっ，この義務違反が原因とされる可能性のある損害が現われた場

合には，因果関係に関する立証責任の転換を肯定しているが，しかし本件の

y，に重大な過失のある義務違反は証明されていないので，この例外の要件を

も欠いていることなどから，契約責任に関する以下の立証責任の法見IJは通用し

ないとする。

(2) 前掲⑬バナナ皮事件 BGH，NJW52， 31 =VersR51. 1078を引用。事案は，

パナナの皮で、滑ったことに因る転倒事故であることに争いはなく，この点にお

いて因果関係は問題とならなし、。しかし Y百貨広が，事抜防止のために必要

な機構上・監視上の措置司ならびに履行補助者も必要な配慮をすべておこなっ

た旨の，帰責事由がないことの立証責任を， BGHは危険領域論を適用して，

Yに転換した。

(3) 前掲⑬事件 BGH，NJW 54， 33 [35Jを引用。貸ビ・ノレ業者Yが自ら眼科医と

して第三者と共同使用するこ階のトイレから水が漏れたため，一階の敷物業者

Xが損害を受けたとして， yに賠償を請求した事件。 BGHはこの場合，賃借

入の利用を害しまたはまさに損害を与えかねない諸々の影響は，賃貸人たる

Yにおいて阻止するとしづ注意義務があるところ，共同トイレの水栓がしっか

りねじられていなかったことによって生じた本件事故は， yが賃貸人としての
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注意義務を客観的に怠ったことを意味するとして，危険領域論により，自らを

免責するのは当然この義務者の問題であるとした。

ここでは，免責の証明の対象たる事実について明瞭でないが，水栓を開放し

た者があるのか，それは誰か，その者の行為を監視すべき責任者は誰かなど，

因果関係，帰資事由の双方にわたる事実が争いとなり，かつ立証責任が転換さ

れたと言うべきであろう。

(4) Ylは子供の監視機構内でどの程度の配慮を払うべきかについては，一般賠

償法上の「相当な配慮dieerForderlichen SorgfaltJの程度が，危険の大きくな

るにつれて増大する旨の原則があるので，本件の場合，つぎのとおり判断され

ると Ltこ。

「れは監視を引き受けた際， 高められた危険を考慮に入れるべきであっ

た。蓋しまず Y1は幼児たちに関与したことが決定的だからである。幼児

は経験と，セルフサービス広での買物にはとりわけ邪魔であり，それゆえ同伴

者によって容易に子供務所の管理に委ねられる。しかし幼児の遊びは，その未

熟さと予測しない非常識な反応をする傾向があるゆえに，特段の危険を必然的

に伴っている。これに加えて「キンダーパラダイス」に預けられた子供達は，

殆んど、相互に知らないばかりでなく監督者が知らないということがあった。こ

のことは，既述の危険をなお一層高めた。」

⑧ <1965年10月12日 OLGDiisseldorf VersR 65， 1106=NJW 66， 736> 

本件はおE訴審判決である。被告Yは自動車学校の生徒で，運転試験を受けるのは，

今回が二度目である。試験は，後席に試験官Gが座り，前の助手席には学校に雇われ

ている自動車運転教諭Hが同乗して行ーなわれた。試験開始の10分後に， yは先行権違

反Vorfahrtverletzungを犯したので，事故を避けるためにH教諭は手をtUさざるを得

なかった。この失敗のため，試験官Gは試験を打ち切らねばならず，学校へ引き返す

ように指示した。 100mほど走行したところで，草は鋭〈右折して歩道へ向かい，建

物に衝突した。そこのショーウインドウと事に重大な編害が生じた。原告は，自動車

学校の車両の損害について，車両保険に基づき 2440.25ドイツマルクを賠償したので，

本訴をもって，保険契約法書 67〉にWJり，かつ自動車学校事業主の事前の譲渡の意思

表示に基づいて， yに償還請求をした。

Xは， yが再度の運転試験に合格しなかったので腹いせに自動車を衝突させたので

あり，ともかく，交通に必要な配慮を怠ったために事故を起こしたものだと主張し

た。これに対してYは，自分は未だ試験が続行していると思っていたのであり，事両

を故意に段損する理由はなく，却って，事故の原因は，先行権違反のあと，改めてH
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教諭が事故に遇うほど不適切に，かつあわててハンドノレを揮ったことにあると陳述し

た。

第一審地方裁判所は請求ーを認容したが，本審はYの控訴を容れて，請求を認めなか

った。その理由は，先ず， yの故意が証明されなかったということにある。すなわち，

証人のG試験官は， yが突然，なんの理由もなくハンドノレを右の方へ切ったのだと言

っているが，同時に，はたしてH教諭がつねにハンドルに手を掛けてL、たかは注視し

ていなかったので，どちらとも言えないと証言していることに基づいて，結局， G証

人は突然の右転回によって初めて注目するに至ったこと，そしてYはハンドノレを発作

的に固持したため， H教諭の反対側へ切る操作を妨げたという点で，右転回はYのせ

いであること，などが考えられると判示した。次に， yの過失も証明きれず，しかも

仮に，運転にH教諭の介入なく Yが煩害事故を起こしたものとしても， Xの請求は認

められなし、とした。その理由は， yはギリシア国人の文盲であること，本件事故の刑

事訴訟における裁判官の印象として，精神的に愚鈍であるとされる等，運転の適性を

疑わせるような事実が認定されたことを指摘して， yに対してその運転能力上，可能

かっ要求されるべき配慮を怠ったことが証明されたとは考えてしない旨，判示した。

そして，これらの証明されなかった事実に関する立証責任について，つぎのとおり述

べている。

「かくして， yに責ある行為というものが証明されなかった場合，この事実が解明

されないことはXの不利益となる一一蓋し， XにはYの帰責事由について証明義務が

あるからであるo BGB ~ 282の立証責任法則 dieBeweislastregelは，不能の責任に

ついて立証責任を転換し債務者に，自分は不能の責に任ずるものでない旨の証明を

課しているのであるが，これは積極的契約侵言'の諸事件につき，損害の原因が債務者

の危険領域から生じたときにのみ，適用できるのであるぐ...)。しかし本件におし、て

それは問題になりえない一一蓋し，自動車学校の生徒の練習上および試験上なす運行

に際して生じた損害は，生徒の排他的な範囲からではなく，すくな〈とも運転教諭と

生徒との共同の危険領域 einemgemeinschaftlichen Gefahrenbereichより由来してい

るカ‘らである。」

本併は下級裁判所の控訴審判決であり，判例たる地位を取得できないとしても，危

険領域による立証責任の分配に，理論上の君主要な点で肉づけをしたものである。それ

は，危険領域の帰属が債権者と債務者に共通に存在するときは‘この立証法則は適用

をみないという点にある。これが適用をみるのは，危険領域が債務者にのみ帰属して
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いる場合であることを示している。

本件においては，債権者と債務者に共同の危険領域から損害が発生したという理由

により，この立証法則は適用きれなかったので、あるが以下，具体的事実に即して検討

してみる。先ず，債権者たるXは保険会社のようであるが.Xは本来の債権者たる自

動車学校の地位を承継した者であり，従って本件の債務者たる生徒Yとの関係におい

ては.Xは自動車学校に同視しうる債権者であり .Hの行為または立場は自動車学校

側の，延いてはXのそれと同一に見ることは.XがYの責任を問う本件におけるかぎ

り，可能である。この限りで，立証法則に関し.Xを自動車学校の法的地位に置き代

えて論ずることに支障はなにつぎに，損害の原因について，裁判所は格別に表示し

ないが，上に摘出した判決部分の文脈から，車両の運行を原因と考えていることがう

かがえる。これは一人Hだけの運転行為を指すものでないことはもちろん.Yだけの

運転行為を意味するものでもない。むしろ，このいずれの者の運転行為による事故で

あるのか，裁判所は認定できなかったにも拘らず，自動車の運行そのものを損害事故

の原因として捉えたのである。このように損害の原因が車両の運行に求められた場

合，危険領域による立証法則が適用される前提要件として，さらに，この運行が債務

者Yの危険領域に属していなければならない。しかし裁判所は.Yだけのでなく少な

くともHと共同の危険領域から損害が由来したとし運行がYとHに共同の危険領域

に属することを認めた。この危険領域が誰に帰属するのかを決定する基準は，危険領

域の概念規定に密着している。一般論は措いて，本件の場合ば，損害を発生させた原

因とされる運行という事実を支配する法律上(または事実上〉の地位や立場を危険領

域と捉えていると理解できる。 Yは受験者として現実にハγド‘ノレを握って運行に関与

していた者で、あり.Hも単なるYの精神的な付き添い人にとどまらず.Yの運転行為

に危険を伴う場合は適切な処置を講じて，安全な運行を維持することが可能であり，

事故前には現実に運行に関与したことなどから，この両者に危険領域の帰属すること

を肯定したものと言える。最後に， YとHに共同の危険領域から損害が発生した場合

に，当該法則は，適用されないとする根拠は，本件判決の引用する前出⑮事件から推

品目される。そこでは，債権者の信頼保護や交通安全の見地に立って，半Ij例は被害者が

事業主の機構を見ることができないために失敗してしまうような証明から，被害者を

免除していると説明されているのである。これを本件と比較するとき，被害者側のH

教諭はYと共に運行に関与ししかもYの運転行為を仔細に観察しうる立場に在った

のであって、被害者側の証明をことさら免除寸べき事情はみあたらないのである。こ
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れは，まさしく YとHとに共同の危険領域から損害が発生したことを裏づけるもので

ある。結局， Hの雇用主たる自動車学校，さらにこの地位を京継したXは， Yに対し

て危険領域による立証法則を自己に有利に主張できず， Yに帰賞事EBがあることの証

明をXがすべきこととなる。

(1) !i 67・IVVGは， 損害賠償請求権の移転に関する。この第一文により，保

険契約者に第三者に対する損害賠償請求権が生じた場合，保険者が保険契約者

に損害を賠償した範囲において，請求権は，保険者に移転することとなる。

(2) 自動車学校とその生徒簡の契約関係を，いわゆる典型契約に分類することは

困難であるが，請負契約の一類型としても支障はなし、。本件においても，この

種の「契約」における侵害とみており，r不法行為」事件としているものでない

ことは明白である。

(3) 前出⑮パナナ皮事件を引用。

(4) xは自動車学校の権利承継人たる限りにおいて，危険領域による立証法則に
関しては被承継人たる学校と同一に扱われることとなる。権利承継とL、う実体

法上の法律関係の京継の中に，立証責任に関する訴訟関係上の地位の承継も包

含していると理解できるからである。

(5) 車両の運行に関与していた者として， YとHのほかに試験官Gがある。本件

においてはGは当事者ではないため，危険領域の帰属をめぐる論議については

対象外の存在であるが，仮に当事者として本件訴訟に関与する場合には， y. 

Hと同様の立場に在り，したがって，判旨によれば，危険領域による立証責任

の分配はおこなわれないことになる。
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